第4章 業務運用規約および取引基本規約（CI-NET運用諸規則）／
第3節 CI-NET運用ガイド（電子メール版）
第4章 業務運用規約および取引基本規約（CI-NET運用諸規則）／

第3節 CI-NET運用ガイド（電子メール版）

第3節　CI-NET運用ガイド（電子メール版）
本運用ガイドは、標準ビジネスプロトコルを利用してインターネットの電子メールによるEDIを行うユーザー間であらかじめ取り決めが必要な事項に関する標準的なガイドである。ユーザーは、CI-NETを開始するにあたって、本ガイドの内容をもとに取り決めを行う必要がある。

1　運用スケジュール
データ交換を行うユーザー間で、データ交換日ならびにデータ交換時間をあらかじめ設定しておくことが望ましい。

2　データ保存期間
ユーザーにおけるデータ保存期間のガイドを次のように定める。ユーザーは関連法令を参考としてデータ保存期間を設定しておく必要がある。

	運用ガイドで定めるデータ保存期間は、あくまでもEDIとしての利用範囲内での取り決めである。関連法令では、ここで記載されている日数以上の保存が定められているので注意されたい。以下にデータ保存に係わると考えられる法令を掲載する。

※関連法令
○下請代金遅延等防止法（下請法）第5条の書類の作成及び保存に関する規則
法第5条の書類（第1条第3項の規定による記録が行われた磁気記録媒体等を含む。）の保存期間は、第1条第1項各号に掲げる事項の掲載を終った日から2年間とする。
○法人税法施行規則第59条（青色申告法人の帳票書類の整理保存）
青色申告法人（次項に規定するものを除く。）は、次の各号に掲げる帳簿書類を整理し、7年間、これを納税地に保存しなければならない。

○消費税法施行令第50条（課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿等の保存期間等）
当該請求書等についてはその受領した日の属する課税期間の末日の翌日から二月を経過した日から7年間、これを納税地又はその取引に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地に保存しなければならない。
○電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律第4条（国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等）
保存義務者は、国税関係帳簿の全部又は一部について、自己が最初の記録段階から一貫して電子計算機を使用して作成する場合であって、所轄税務署長等の承認を受けたときは、大蔵省令で定めるところにより、当該承認を受けた国税関係帳簿に関わる電磁的記録の備付け及び保存をもって当該承認を受けた国税関係帳簿の備付け及び保存に代えることができる。




	○電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律第10条（電子取引の取引情報に係わる電磁的記録の保存）
所得税（源泉徴収に係わる所得税を除く。）及び法人税に係わる保存義務者は、電子取引を行った場合には、大蔵省令で定めるところにより、当該電子取引の取引情報に係わる電磁的記録を保存しなければならない。
○商法第36条（商業帳簿等の保存義務）
商人は10年間その商業帳簿及びその営業に関する重要書類を保存することを要す。
○建設業法　第四十条の三（帳簿の備付け等）
建設業者は、国土交通省令で定めるところにより、その営業所ごとに、その営業に関する事項で国土交通省令で定めるものを記載した帳簿を備え、保存しなければならない。

建設業法施行規則

第二十六条（帳簿の記載事項等）
法第四十条の三の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

1　＜省略＞

2 法第四十条の三に規定する帳簿には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一 法第十九条第一項及び第二項の規定による書面又はその写し
＜以下省略＞

第二十八条（帳簿の保存期間） 

法第四十条の三に規定する帳簿（第二十六条第五項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁気ディスクを含む。）及び第二十六条第二項 の規定により添付された書類の保存期間は、請け負った建設工事ごとに、当該建設工事の目的物の引渡しをしたとき（当該建設工事について注文者と締結した請負契約に基づく債権債務が消滅した場合にあっては、当該債権債務の消滅したとき）から5年間とする。
＜以下省略＞




なお、建設工事の請負契約に係り、いわゆる電子契約を行う場合には以下のようなガイドラインが示されていることに留意する。

○建設業法施行規則第13条の2第2項に規定する「技術的基準」に係わるガイドライン

2.見読性の確保について（規則第13条の2第2項第1号関係）
情報通信の技術を利用した方法により締結された建設工事の請負契約に係る建設業法第19条第1項に掲げる事項又は請負契約の内容で同項に掲げる事項に該当するものの変更の内容（以下「契約事項等」という。）の電磁的記録そのものは見読不可能であるので、当該記録をディスプレイ、書面等に速やかかつ整然と表示できるようにシステムを整備しておくことが必要である。

また、電磁的記録の特長を活かし、関連する記録を迅速に取り出せるよう、適切な検索機能を備えておくことが望ましい。

3.（3）電磁的記録の保存
建設業を営む者が適切な経営を行っていくためには、自ら締結した請負契約の内容を適切に整理・保存して、建設工事の進行管理を行っていくことが重要であり、情報通信の技術を利用した方法により締結された契約であってもその契約事項等の電磁的記録等を適切に保存しておく必要がある。

その際、保管されている電磁的記録が改ざんされていないことを自ら証明できるシステムを整備しておく必要がある。また、必要に応じて、信頼される第三者機関において当該記録に関する記録を保管し、原本性の証明を受けられるような措置を講じておくことも有効であると考えられる。
3　費用負担
費用負担については、両者応分を標準的な考え方とする。
3.1　初期導入コスト
初期導入コストとしては、下記の項目があげられる。これら初期費用は、原則として自己負担（自社の設備投資など）であり、ユーザー各自が負担すべきものである。

①コンピュータ
②基本ソフトウェア（OS）
③CI-NET対応アプリケーションソフトウェア
もしくは、ASPサービス利用時の初期登録費
④インターネット通信回線開設費

⑤企業識別コード登録料
⑥認証局により発行された電子証明書（公開鍵付き）初期登録費
3.2　ランニングコスト
ランニングコストは、次のようなものが考えられる。各ランニングコストは各自が負担する。

①インターネット通信回線利用料

②コンピュータ運用経費（用紙、電気代など）

③メールサービス等利用料

④CI-NET対応ソフトウェア・ASPサービス等利用料

⑤企業識別コード、電子証明書更新料

4　セキュリティ
セキュリティ対策として、次の3つの対策が考えられる。

・安全対策
：システム構成機器を自然災害などから守る。

・高信頼性対策
：システム構成機器の故障に対し信頼性を高める。

・機密保護対策
：利用者のデータについて他人流出を防ぐ。

4.1　安全対策
火災対策（自動消火設備など）、地震対策（耐震構造化など）、漏水対策（防水工事、自動検知など）、防犯対策（無窓化、非常装置など）、各種運用諸規則などがある。

4.2　高信頼性対策
処理装置の2重化（CPU、ディスクなど）、電源対策（非常用発電機、CVCFなど）ネットワーク装置の2重化（基幹回線、ノード/APなど）などがある。
これらについては総務省および（財）日本情報処理開発協会により基準が出されており、これらの基準をできるだけ満たしていることが望ましい。

　　総務省：情報通信ネットワーク安全・信頼性基準

　　（財）日本情報処理開発協会：情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度に基づく評価基準

4.3　機密保護対策

　インターネットを使用する場合、処理装置に対する不正アクセスといった機密上の危険がともなうと言われている。不正アクセスに対しては、関係省庁より基準が出されており、この基準をできるだけ満たしていることが望ましい。
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